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平成２９年度２月補正予算（臨時議会）の概要 

平成３０年１月３１日 

１ 予算規模（一般会計）  

  補正額   １７，０５１百万円 

  補正後  ３８３，１２１百万円 

補正前  ３６６，０７０百万円 

      財  源  国庫支出金 １０，２４５百万円、県債 ５，８５４百万円、 

分担金・負担金 １５０百万円、繰越金 ６百万円  など 

 

 

２ 主な事業 

【国第１次補正予算を踏まえた対応】 

① 力強い農林水産業づくり ＜７，６６１，２６７千円＞ 
○担い手確保・経営強化支援事業 ………………………………………………… ２２０，０００千円 
次世代を担う経営感覚に優れた経営体の育成を図るため、意欲のある農業者が、融資を活用して経

営発展に必要な農業用機械・施設を導入する際の融資残を支援する。        （経営支援課） 
 

○産地パワーアップ事業  ………………………………………………………… ２２０，０００千円 
意欲ある農業者等が高収益な作物・栽培体系への転換を図る等の取組を支援するため、共同利用施

設の整備、生産資材の購入及び機械リース等に対して支援する。          （生産振興課） 
 

○鳥取型低コストハウスによる施設園芸等推進事業 …………………………  ３２８，０００千円 
高収益な野菜・花き等のハウス栽培品目の生産振興を加速的かつ戦略的に拡大し、県内園芸産地の

活力増進を図るため、鳥取型低コストハウスの導入を支援する。          （生産振興課） 
 

 ○畜産クラスター施設整備事業（肉用牛、酪農） ……………………………… ２８９，１６５千円 

国の畜産クラスター事業を活用して、法人等が行う規模拡大のための施設整備等に対して支援する。 
                                        （畜産課） 
 

 ○鳥取和牛改良試験研究施設整備事業 …………………………………………… ４９０，７９４千円 

地方創生拠点整備交付金を活用して、ゲノム育種価の解析・評価を重点的に行うための研究棟を新

たに整備するとともに、直接検定・待機牛舎を集約して新設する。また、ゲノム育種価の評価・分析

を行う試験研究機器や飼料分析機器等の整備を行う。                （畜産課） 
 
○林業・木材産業強化総合対策事業  ……………………………………  １，５９６，４９３千円 

合板・製材・集成材製品の生産力及び競争力強化、原木供給の安定化及び流通の合理化を促進する

ため、木材加工流通施設等の整備、間伐材の生産、路網の整備、高性能林業機械の整備等の取組を支

援するとともに、航空レーザー測量を実施する。             （県産材・林産振興課） 
 

○とっとり環境の森づくり事業（造林費）  ……………………………………  ５４，０００千円 

造林事業の実施にあわせて森林環境保全税を活用した単県上乗せ補助を行う。（森林づくり推進課） 
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○特定漁港漁場整備事業（公共事業）  …………………………………  ３，３７４，０００千円 
境港に災害に強く流通の拠点となる漁港の整備と消費者の「安心・安全」のニーズに対応した高度

衛生管理型市場を整備する（１号上屋、陸送上屋の解体・新築）。           （水産課） 
 

○公共事業  …………………………………………………………………… １，０８８，８１５千円 

   農業農村整備事業、造林事業              （農地・水保全課、森林づくり推進課） 
 
 

② 台風災害復旧と防災・減災対策 ＜８，８６１，３９９千円＞ 
○原子力災害対策事業費補助金  ………………………………………………… ２５３，０００千円 

原子力災害時に速やかな避難が困難な福祉施設の入所者等が屋内退避できるよう、福祉施設が行う

外気の吸入口に放射性物質を除去するフィルターの整備等を支援する。    （原子力安全対策課） 
 

○私立学校施設整備費補助金  ……………………………………………………  １６，４８８千円 

県内の私立高等学校の耐震化率が全国平均を下回り耐震化が進んでいない状況にあることから、耐

震改修事業に対して助成を行う。                    （教育・学術振興課） 
 

○防災・安全交付金（情報基盤整備）（公共事業） ………………………………  ３２，０００千円 
河川において、水位変化を的確・迅速に捉え、同時に住民避難及び水防管理団体等に情報を提供す

るため、水位計を設置し、河川情報提供の強化を図る。                （河川課） 
 

○公共事業  …………………………………………………………………  ８，５５９，９１１千円 

   （１）補助事業                         （８，２５８，６２４千円） 
道路橋りょう事業、街路事業、河川事業、治山事業、砂防事業 

   （２）国直轄事業                          （３０１，２８７千円） 
直轄道路事業、直轄河川海岸事業、直轄砂防事業 

                       （道路企画課、道路建設課、河川課、治山砂防課） 

 

 

③ 働き方改革の推進 ＜２９，３１６千円＞ 

○託児機能付きサテライトオフィス推進事業 ……………………………………  １５，３７８千円 

県内企業にテレワーク試行の場を提供するため、一時預かり等を実施している保育施設と同じビル

内でテレワークスペースと託児スペースからなるサテライトオフィスの運営等を行う。 
  （女性活躍推進課） 

 

○女性リーダー育成・ロールモデル発信事業 ………………………………………  ４，６２２千円 

県内で活躍している女性（ロールモデル）を紹介・発信するとともに中堅従業員等を対象としてス

キルアップやキャリア形成に資するセミナーを開催する。          （女性活躍推進課） 
 

○介護福祉士等修学資金貸付事業 ……………………………………………………  ９，３１６千円 

介護福祉士国家資格の取得を目指す外国人留学生の受入環境を図りつつ、国内での介護人材確保を

加速化するため、県社協を通じて修学資金の貸付を行う。            （長寿社会課） 
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④ その他 ＜４８６，６６８千円＞ 

○鳥取県社会福祉施設等施設整備事業 …………………………………………… １９２，０００千円 

グループホーム等の障害福祉サービス事業所の新規創設や障害者支援施設、障害福祉サービス事業

所の改修に対して助成する。                        （障がい福祉課） 
 

○国立公園満喫プロジェクト等推進事業 …………………………………………  ３６，８１８千円 

大山隠岐国立公園を外国人観光客に対し魅力ある施設とするため、公衆便所改修、自然歩道改修、

避難小屋の修繕を行う。                         （緑豊かな自然課） 
 

○自然公園等管理費  ………………………………………………………………  ７８，０００千円 

自然環境整備交付金を活用し、鳥取砂丘駐車場の公衆トイレの整備を行う。 （緑豊かな自然課） 
 

 

○消費者行政推進事業  ……………………………………………………………  １５，０００千円 

地方消費者行政推進交付金を活用し、消費生活に関する県民意識調査・消費者教育に関する教育機

関への実態調査の実施、市町村が取り組む消費者行政推進事業に対する助成を行う。 
 （消費生活センター） 

 

○特別支援学校エアコン整備事業 ………………………………………………  １６４，８５０千円 

特別支援学校（鳥取聾学校ひまわり分校、米子養護学校）のエアコン整備を実施する。 
（教育環境課） 

 ※公共事業 ＜１３，０５４，７２６千円＞（再掲） 
 
 

【燃油高騰を踏まえた対応】＜１３，０００千円＞ 

○燃油高騰対策支援事業 ………………………………………………………………  ３，９００千円 

燃油高騰対策として、バス・トラック事業者の低燃費タイヤ（エコタイヤ）導入を支援する。 
                                （交通政策課、通商物流課） 

 
○がんばる漁業者支援事業（Ｈ29 年度原油高騰対策） ……………………………  ９，１００千円 

県内の沿岸漁業者で、漁業経営の改善に取り組む者に対し、省エネ等経営の改善に資するエンジン

の購入及び漁船用ＬＥＤ作業灯の購入に必要な経費の支援を行う。           （水産課） 
 
  ※参考（既定予算による対応） 

○【企業自立サポート事業】地域経済変動対策資金（平成２９年度原油高騰）  

原油高が進み燃料価格が上昇したことで影響を受ける中小企業者の負担軽減のための融資制度を

創設する。（融資枠３億円）                          （企業支援課） 
 

 

【県営発電所へのコンセッション方式の導入に向けた対応】 

○日野川第一発電所リニューアル概略検討業務 ……  （Ｈ３０債務負担行為 ４３，２００千円） 

老朽化している日野川第一発電所について、コンセッション方式の導入に向けＦＩＴ制度を活用し

たリニューアルの事業性を検討するため、施設の劣化状況調査を行うとともに、今後の改修計画の概

略検討を行う。                                 （工務課） 

 


